
平成２３年８月 

被災者意向調査の結果概要 

 

１ 調査の目的 
 

被災された市民の皆さまが、東日本大震災から１日も早く再建し、安全で安心し

て、そして、笑顔に暮らせるまちとして復興するための今後の取組を定める「震災

復興計画」（１０年計画）を策定する上で、被災された市民の皆さまのお考えやご

意向を把握することを目的に調査を行いました。 

 

２ 回収結果 
 

(1) 調査対象数 ５，１８７世帯（津波浸水区域内の全世帯主） 

(2) 回答世帯数 ２，６１１世帯 

(3) 回答割合   ５０．３ ％ 

(4) 調査期間  平成 23 年 6 月２4 日～同年 7 月 4 日 

 

３ 主な調査結果 
 

(1) 住宅再建に関する居住意向結果 

ア 約４５％の世帯が「被災地での再建」を希望 

 

「 今 後 の 居 住 意 向 に つ い て お 聞 か せ く だ さ い 」と の 設 問 に 、「 被 災 し た 住

宅 を 修 理 し 、 ま た は 建 て 替 え し て 住 み た い 」 と 回 答 さ れ た 世 帯 は 44.6％

（ 1,161 世 帯 ） と な っ て い ま す 。  

ま た 、「 市 内 の 民 間 賃 貸 住 宅 に 住 み た い 」、「 市 内 に 新 た な 住 宅 取 得 し た

い 」、「 新 た な 公 営 住 宅 に 住 み た い 」 と 回 答 さ れ た 世 帯 の 合 計 は 、 27.5％

（ 715 世 帯 ） と な っ て い ま す 。  

さ ら に 、「 新 た な 公 営 住 宅 に 住 み た い 」と 回 答 さ れ た 世 帯 は 、7.5％（ 195

世 帯 ） と い う 結 果 に な っ て い ま す 。  
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市内の民間の賃貸

住宅に住みたい。 

市内に新たな住宅を取

得したい(中古物件の取

得を含みます。)。 

市外に転出したい。 

新たな公営住宅
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その他 無回答 



イ 持家の約 75％の世帯と、マンション所有の約 54％の世帯が「被

災地での再建」を希望 

 

「今後の居住意向についてお聞かせください」との設問で、「被 災 し た 住 宅 を 修 理

し 、ま た は 建 て 替 え し て 住 み た い 」と回答された世帯の「被災前の居住状況」は、

一戸建て（持家）世帯が 75.4％（929 世帯）、共同住宅（分譲マンション）世帯が 53.9％

（117 世帯）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 約 28％の世帯が「市内の他地域での再建」を希望 

 

「今後の居住意向についてお聞かせください」との設問で、「被災地を離れ、市内の

他地域に住みたい」と回答された世帯は、27.5％（715 世帯）となっています。 

その内訳は、「市内に新たな住宅を取得したい」が 9.4％（244 世帯）、「市内の民間

賃貸住宅に住みたい」が 10.6％（276 世帯）、「新たな公営住宅に住みたい」が 7.5％

（195 世帯）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

被災地を離
れ、市内の
他地域に住
みたい

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

一戸建て
(持家)

共同住宅
(分譲ﾏﾝｼｮﾝ)

53.9% 

該当世帯 117／回答総数 217

75.4% 

該当世帯 929／回答総数 1,232 

27.5% 

該当世帯 715／回答総数 2,606 

9.4% 
新たな住宅

取得希望 

244 世帯 

10.6% 7.5% 
新たな民間賃

貸住宅希望 

276 世帯 

新たな公営

住宅希望 

195 世帯 



エ 195 世帯が「新たな公営住宅での再建」を希望 

 

「今後の居住意向についてお聞かせください」との設問で、「新たな公営住宅に住みた

い」と回答された世帯は、7.5％（195 世帯）となっています。 

回答世帯の「被災前の居住状況」は、「共同住宅（アパート・賃貸マンション）」に居

住だった世帯が 46.7％（91 世帯）、「一戸建て（借家）」に居住だった世帯が 22.6％（44

世帯）、「市・県営住宅」に居住だった世帯が 16.9％（33 世帯）などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 東日本大震災後の就業状況 

 被災世帯の世帯主等の約１４％が離職 
 

「現在の就業状況についてお聞かせください」との設問で、「被災前と同じ職業で就業

している」が 82.0％（1,448 世帯）、「被災前とは違う職業で就業している」が 2.8％

（50 世帯）、「現在は離職している」が 14.4％（254 世帯）という結果になっていま

す。 
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(3) 今後の防災対策に対する意向結果 

ア ハード的な対策として、約 58％の世帯が「防災広報無線の充実」

を希望 

イ ソフト的な対策として、約 26％の世帯が「防災への備えの意識

を高める」を希望 
 

「今後のまちづくりについてお聞かせください」との設問で、ハード的な対策につい

ては、「防災広報装置の充実」が 58.2％（1,520 世帯）、「防潮林・防潮堤などの津波対

策の整備」が 42.4％（1,108 世帯）、「津波から避難できる高さのある建物の確保」が

39.4％（1,028 世帯）の世帯が、それぞれ必要性・重要性を示しています。 

また、ソフト的な対策については、「防災への備えの意識を高める」が 25.9％（676

世帯）、「被災経験の伝承」が 20.3％（529 世帯）の世帯が、それぞれ何らかの対策を

講じることを希望しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※本設問は、複数回答です。 

世帯 比率

防災広報装置の充実 1,520 58.2%

防潮林・防潮堤などの津波
対策の整備

1,108 42.4%

津波から避難できる高さの
ある建物の確保

1,028 39.4%

避難路の整備 799 30.6%

大雨に対する対策の充実(雨
水排水機能の充実)

796 30.5%

市内の津波被害のあってい
ない地域にまちをつくる

376 14.4%

防災への備えの意識を高め
る

676 25.9%

被災経験の伝承 529 20.3%

地域や近所とのつなかり(コ
ミュニケーション)強化

472 18.1%

家屋の耐震対策 333 12.8%

127 4.9%

30 1.1%

7,794

無回答
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